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データブック国際労働比較2021

第3-15表 高齢者の退職年齢
Table 3-15: Retirement age of older persons

退職した年齢

回答者の
年齢

まだ仕事を
辞めていない

50歳未満 50～59 60～64 65～69 70～

% 

日本 JPN

60-64 52.2 14.6 16.3 16.3 － －

65-69 30.1 14.6 16.1 22.7 15.0 －

70-74 23.3 8.9 12.7 31.4 18.2 5.2
75-79 10.1 10.6 12.6 31.4 20.3 15.0
80+ 7.6 8.5 12.1 30.9 20.2 19.7

アメリカ USA

60-64 45.6 11.2 20.6 17.2 0.6 －

65-69 20.0 4.2 18.6 34.1 20.0 －

70-74 11.8 3.5 14.3 34.0 26.6 8.9
75-79 10.3 3.0 18.8 26.1 26.1 14.5
80+ 3.2 3.8 21.0 27.4 23.7 19.4

ドイツ DEU

60-64 52.3 9.4 12.8 20.3 － －

65-69 12.9 2.4 11.0 45.0 28.7 －

70-74 7.4 4.0 12.9 47.5 25.2 3.0
75-79 2.1 5.3 11.2 46.8 30.9 3.7
80+ 1.9 7.6 17.0 41.5 24.5 7.5

スウェーデン SWE

60-64 71.7 0.7 3.8 18.1 － －

65-69 10.8 0.3 3.5 33.7 51.4 －

70-74 1.8 0.9 3.6 34.9 51.6 6.3
75-79 0.9 0.4 6.1 37.8 47.0 6.5
80+ 0.4 0.4 7.8 40.8 42.0 7.1

Respondents' age still at work under 50 50-59 60-64 65-69 70 or over

Retirement age

出典： 内閣府（2021.3）「2020年度 第9回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」
注 1) 各国それぞれ60歳以上の男女約1000人を調査対象としている。2020年12月～2021年1月に実施。

2) 「収入を伴う仕事を辞めたのは何歳のときか」という設問に対する回答。
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第 3-16 表　公共職業安定業務
Table 3-16: Public employment security services 

日本 ・公共職業安定所（ハローワーク）が全国ネットワークの職業紹介等を直接実施。
・ �公共職業安定所の設置数は全国で 544 所。 本所 436 所、 出張所 95 所、 分室 13 室（2021 年
1 月現在）

アメリカ ・ 公共職業安定所（連邦法に基づき各州が設置 ・運営）が職業紹介等を直接実施。

イギリス ・ 公共職業安定機関（ジョブセンタープラス）が全国ネットワークの職業紹介等を直接実施。

ドイツ ・ 連邦雇用エージェンシー（BA）が全国ネットワークの職業紹介等を直接実施。

フランス ・ 雇用局 (Pôle emploi) が全国ネットワークの職業紹介等を直接実施。
・ �なお、 2009 年 1 月より、 ANPE は失業給付機関 (UNEDIC) と統合され、 名称が雇用局 (Pôle 
emploi) に変更。

オランダ ・ 社会保障労働局（UWV WERKbedrijf）が、 全国ネットワークの職業紹介等を直接実施。

中国 ・ �公共職業紹介機関（職業紹介所）が全国ネットワークの職業紹介等を直接実施。 職業紹介所は「就
職促進法」（2007 年）に基づき各省、 市、 自治区、 県などが設置 ・ 運営している。 「インターネット
プラス政策」 によって、 2016 年よりインターネットやスマートフォンを介した公共職業安定業務のオンライン
サービスを拡充。

韓国 ・ �全国的な組織網を持つ雇用福祉プラスセンター及び雇用支援センターが、 職業紹介、 就業支援、 雇
用保険管理及び職業訓練などの雇用支援に係る業務を実施。

注　：	 �欧米先進国（オーストラリアを除く）において、 セーフティネットとしての全国ネットワークの職業紹介等は、 「官」 が公務員により直接実施。
公共職業安定機関の業務に係る市場化テストの実施や、 公共職業安定機関の一部について 「包括的」 民間委託を実施する例は確認
されていない。 なお、 オーストラリアには、 そもそも憲法に勤労権保障の規定がなく、 したがって、 公的職業紹介制度や失業保険制度がな
い。 職業紹介は原則民間により行われるが、 例外的に , 生活保護に準ずる失業扶助受給者への職業紹介に対して、 公的支払いが行わ
れる。 	

出典：	 �日本：厚生労働省、 イギリス：Gov.uk、 ドイツ：連邦雇用エージェンシー (BA)、 フランス：雇用局 (Pôle emploi) 等、 オランダ：社会保
障労働局（UWV WERKbedrijf）、 中国：人力資源 ・社会保障部等、 韓国：雇用労働部等、 各ウェブサイト
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